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研究成果の概要（和文）：本研究の成果は出生行動や労働に関する不確実性が存在する下で、出生行動と労働に
関する意思決定がなされるライフデザインモデルの構築とその応用について暫定的な結果を得たことである。不
確実性に関しては当初の予定通りモデル化する事が期間内で出来なかった。今後、この研究課題で得た成果を利
用して不確実性を含んだ出生モデルを完成させたい。

研究成果の概要（英文）：The outcome of this study is the provisional results on the construction and
 application of a life design model in which decisions about birth behavior and labor are made in 
the presence of uncertainty about birth behavior and labor. As for the uncertainty, we were not able
 to model it in the time frame we had originally planned. In the future, we hope to use the results 
of this research project to complete a birth model that includes uncertainty.

研究分野： 社会保障論

キーワード： マクロ経済学　ライフサイクルモデル　出生行動
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研究成果の学術的意義や社会的意義
出生行動を分析する理論モデルは未完成の状況にある。そこで、本申請においては、個々人のライフサイクルに
おける各種のイベントを盛り込んだ上での意思決定が確定的になされる場合とナイト流の不確実性が存在する側
面での意思決定を出生の意思決定に盛り込もうとした。前者については概ね予定通りの事が出来た。一方、後者
の不確実性に関する取り組みはうまくいかず、今回の研究課題で得られた知見を活用し、研究を続けていく。こ
のことがモデル化出来た暁には、多くの家計が多くのイベントにおける不確実性の下でどのように出生選択を行
っているかを理論的に示すことが出来、様々な有効な出生支援策を打つ礎が出来る事が社会的意義である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

2007 年より内閣府は、出生行動と労働の両立の難しさが現在の少子化問題を引き起

こしていると捉えており、ライフデザイン憲章を制定することで、その対策に本腰を入

れ始めた。現在の安倍内閣においても、1億人の人口規模を維持するための政策策定に

取り掛かっている。本研究課題の成果は、社会的な要請のある出生状況の課題解決を理

論的な側面からサポートする研究となり得る。 

少子化が顕在化する以前と比較して出生支援策は手厚くなったにも関わらず、現在も

少子化は継続している。その理由の一つとして、ここ 20 年の出生と労働を取り巻く経

済環境の変化に適切に対応した出生支援がなされていないことが重要な要因と考えら

れている。将来起こり得る状態を確率で表現できる状況をリスク、それ以外をナイト流

不確実性と定義すると、例えば、グローバル化の進展に伴う企業の組織構造の急激な変

化により、労働需要に対して、従来のリスクの概念ではなく、ナイト流不確実性の枠組

で分析した方が相応しい状況が生じた可能性がある。特に先進国を中心として、貿易自

由化以後、一部の家計維持者の賃金低下・女性労働の高学歴化などが発生している。加

えて、労働市場における正規・非正規などの待遇格差により結婚、出産の先送りや共働

きなどの新たな出生行動と労働の関係、新たなライフサイクルの形が主流となりつつあ

る。本研究プロジェクトでは、これらの新たなライフサイクルに適した支援策が求めら

れている実情を鑑み、それらに適切に対応した最適な少子化支援策を理論的に検討する。 

 

２．研究の目的 

上記の背景を踏まえ、本研究では、出生支援策が出所行動と労働を通じて経済にどの

ような影響を与えるかを考察することを目的としている。リスクの概念よりも広い概念

であるナイト流不確実性を考慮した上で、個人が出生行動（いつの時点で出産するか、

何人の子供を持つのか）と労働を決定するモデルを構築することである。本研究はこの

モデルを通じて出生行動と労働の両立に関する望ましいライフデザインのあり方を提

示し、少子化問題の解決の一助を探るものである。これらが、経済成長と所得格差はじ

めマクロ経済にどのような影響を与えるのかを分析することを目的としている。 

 

３．研究の方法 

本研究は２種類の研究手法により分析した。１つ目は、解析的分析に基づいた分析で

ある。出産や介護などライフイベントを盛り込んだマクロ経済モデルを設定し、比較静

学分析を用いて、基本モデルにいくつかの政策を導入した。そして、当該政策を行うこ

とによってマクロ経済諸変数がどう変化するかを定性的に明らかにした。 

２つ目は、数量的分析に基づいた分析である。設定したマクロ経済モデルにおける定性

的な分析は、内生変数やパラメータの数が増えると、あるマクロ経済変数に対して正の

影響があるか負の影響があるかのどちらかの効果が不明になることがある。そうした場

合、その影響の定性的な事およびどのくらいの程度の大きさの効果を持つか明らかにす

ることは、政策の効果を評価するうえで重要である。そこで、定性的な事が不明な場合

シミュレーションにより判断した。 

 

４．研究成果 

ここでは、特に、ライフデザインに関わるものと、出生行動、その他と分けて、分析



結果について説明したい。 

(1) ライフデザインに関わるもの 

家族の介護や施設の介護などを行いながら出産や育児する事はかなりの困難を伴う。

晩婚・晩産化が進めば, 多くの家計で介護と育児を同時に行わなければならない状況が

生じる可能性がある。育児と介護を並行して行えば, 当然家族内介護時間が減少するこ

とが予想される。もし, 介護への関与を強めなければならない状況が生じるならば, 家

計の子育てや労働供給に負の影響が生じることが予想される。 

そこで、本研究は、現役世代の生活時間の変化が経済におよぼす影響も詳細に検討す

る必要があると考えた。たとえば、公的介護制度の導入によって自由時間が増加し、子

育てにより多くの時間を費やすことができるようになると、長期的に人口成長に変化が

生じ労働人口の数に影響する可能性がある。こうした状況が予測される下では, 公的介

護制度のうち施設介護の積極活用を考察することで望ましい介護と育児のバランスを

明らかにすることは意味があろう。そのための方法は, 従来の家族介護に奪われている

時間を, 施設介護をはじめとする介護事業者の提供するサービスの有効利用によって

育児時間を確保することが出来たかを考察した。 

 

(2) 出産行動と経済厚生に関わるもの 

晩婚・晩産化によって育児と介護の同時に生じる状況における家族内介護と施設介護

および育児の在り方を考える。そして、公的介護制度の利用促進にかかる費用負担をど

の世代への負担によって賄うことが経済にとって望ましいのかを明らかにする。具体的

には、公的介護制度が存在する経済のもと、制度運営の財源としての現役世代からの所

得税率を上げ、退職世代への利用者負担率を軽減する政策、あるいは現役世代への費用

負担を軽減し、退職世代自身への負担を増加する政策を実施することによって、経済に

どのような影響が生じるのかについて考察した。その結果、公的介護制度の利用者負担

率の軽減は, 資本ストックを増加させ, 人口成長率を減少させることを導いた。 

 

 

(2)その他 

 その他として中小企業で労働する女性労働者および経営者に結婚・出産・育児と継続

就業に関するアンケートを行った。このアンケートでは、継続就業が成功している事例

と失敗している事例から中小企業における継続就業が可能かどうかは育児代替人員の

やりくりが出来るかどうかにある事を明らかにした。しかし，ある程度の規模もしくは，

働き方と給与の工夫（時間給化）、会社と 求職者のコミュニケーションを密にして、休

職中にもミーティングなどに参加するなど復帰後のキャリアの見通しを立てる等によ

っても継続雇用が可能な事が示唆された。つまり，会社と従業員の間で育児・介護休業

などを取得できる空気や勤務先企業にどのような感情を抱いているか等が重要である

ことを示した。 
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